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令和 ６年度　理事会及び常務理事会報告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　西　生　敏　代

理事会開催状況

回 日時・出席者 決議事項・協議事項
1 令和 ６年 ５月18日（土）

出席役員
・理事22人
・監事 ２人

Ⅰ決議事項　
　1 令和 ５年度事業報告（案）について協議、承認
　2 令和 ５年度決算報告（案）及び監査報告について協議、承認
　3 �令和 ６ 年度改選役員及び推薦委員の選出について令和 ６年度通
常総会に付議することについて協議、承認

　4 �令和 ７ 年度日本看護協会通常総会代議員及び予備代議員の選出
について令和 ６年度通常総会に付議することについて協議、承
認

　5 �職能委員会委員等の選任（案）について協議、承認
Ⅱ協議事項
　1 令和 ６年度通常総会について協議、承認
　2 支部集会の開催について協議、承認

2 令和 ６年 ６月15日（土）

出席役員
・理事19人
・監事 ３人

Ⅰ決議事項
　1 会長（代表理事）等の選定等について協議、承認
　2 業務執行理事の業務について協議、承認
Ⅱ報告事項
　1 日本看護協会通常総会について

3 令和 ６年 ８月 ３日（土）

出席役員
・理事20人
・監事 ２人

Ⅰ決議事項
　1 特定資産の運用について協議、承認
Ⅱ報告事項
　1 山口大学医学部との連携協定について
　2 訪問看護総合支援センターについて
　3 第24回山口県看護研究学会について
　4 看護の日 PR事業報告
　5 日本看護協会理事会報告について

4 令和6年10月 ５ 日（土）

出席役員
・理事19人
・監事 ３人

Ⅰ決議事項
　1 職能委員会委員等の選任（案）について協議、承認
Ⅱ協議事項
　1 �令和 ７ 年度地域医療介護総合確保基金（医療分）の事業提案に
ついて協議、承認

　2 令和 ７年度施策・予算措置の要望について協議、承認
　3 令和 ７年度重点方針（案）、予算方針（案）について協議、承認�
　4 �看護職の生涯学習ガイドラインの普及に向けての現状調査につ
いて協議、承認
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5 令和 ６年11月16日（土）

出席役員
・理事19人
・監事 ３人

Ⅰ決議事項
　1 令和 ７年度重点方針（案）について協議、承認
　2 令和 ７年度予算編成方針（案）について協議、承認
　3 令和 ７年度通常総会の開催について協議、承認
Ⅱ協議事項
　1 令和 ７年度一般教育研修について協議、承認
　2 山口県看護研修会館建替えについて協議、承認

6 令和 ７年 １月18日（土）

出席役員
・理事20人
・監事 ３人

Ⅰ決議事項
　1 山口県看護協会名誉会員の推薦について協議、承認
　2 令和 ７年度通常総会開催日の変更について協議、承認
　3 特定資産の運用について協議、承認
Ⅱ報告事項
　1 日本看護協会理事会報告について
　2 寄付金の受納について
　3 山口県看護研修会館の建替移転について

7 令和 ７年 ３月15日（土）

出席役員
・理事22人
・監事 ３人

Ⅰ決議事項
　1 山口県看護協会長表彰の被表彰者について協議、承認
　2 �看護研修会館使用規定及び職員就業規程の改正について協議、
承認

　3 理事報酬規程の改正について協議、承認
　4 �職員給与規程及び臨時職員等就業規程の改正について協議、承
認

　5 �議事録等作成の取扱変更に伴う定款細則等の一部改正について
協議、承認

　6 令和 ７年度事業計画（案）について協議、承認
　7 令和 ７年度収支予算（案）について協議、承認
　8 山口県看護研修会館の移転について協議、承認
Ⅱ報告事項
　1 令和 ７年度通常総会について
　2 会長及び業務執行理事の職務の遂行状況報告
　3 常務理事会への委任事項について
　4 日本看護協会理事会報告について　
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常務理事会開催状況

回 日時・出席者 協議事項
1 令和 ６年 ４月13日（土）

理事 ７名
監事 ２名

1 令和 ６年度通常総会について
2 �第 １ 回理事会議案として、「令和 ６年度改選役員及び推薦委員の選
出について令和 ６年度通常総会の議案として提出すること」につ
いて
3 �第1回理事会議案として、「令和 ７年度日本看護協会通常総会代議
員及び予備代議員の選出について令和 ６年度通常総会の議案とし
て提出すること」について
4 �第1回理事会議案として、「職能委員会委員等の選任（案）について」
を提出することについて
5 理事会よりの委任事項について

2 令和 ６年 ７月13日（土）

理事 ６名
監事 ３名

1 常務理事会について
2 理事会よりの委任事項について

3 令和 ６年 ９月14日（土）

理事 ７名
監事 ３名

1 地域医療介護総合確保基金（医療分）の事業提案について
2 令和 ７年度施策・予算措置の要望について��
3 令和 ７年度重点事業、予算方針について
4 会員の死亡に伴う弔電等の取扱について　
5 理事会よりの委任事項について

4 令和 ７年 ２月15日（土）

理事 ６名
監事 ３名

1 令和 ７年度山口県看護協会長表彰について
2 看護研修会館使用規程及び職員就業規程の改定について
3 理事報酬規程の改定について
4 臨時職員等就業規程の改定について
5 山口県看護研修会館の移転について�
6 理事会よりの委任事項について
7 令和 ７年度常務理事会での検討事項について
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令和6年度　日本看護協会理事会報告及び全国法人会員会報告

� 常務理事　藤　谷　圭　子

2　主な協議事項等
2-1　基本方針・政策
1）�役職の選定（案）について承認。�（第2回）
2）�会長及び副会長の常勤又は非常勤（案）に
ついて承認。� （第2回）

3）�会長代行及び専務理事代行の優先順位（案）
について承認。� （第2回）

4）�業務執行理事の業務分担（案）について協
議の結果一部変更し承認。� （第2回）

5）�新たな「看護の将来ビジョン」骨子（案）
等について承認。� （第3回）

6）�令和7年度重点政策（案）について承認。
� （第4回）
7）�令和7年度重点政策・重点事業（案）につい
て承認。� （第5回）

8）�新たな「看護の将来ビジョン」原稿（案）
について承認。� （第5回）

9）�新たな「看護の将来ビジョン」（案）につい
て承認。� （第6回）

10）�令和7年度重点政策・重点事業（案）につい
て承認。� （第6回）

11）�令和6年度重点政策・重点事業報告説明
PPT資料（案）について承認。� （第6回）

12）�令和6年度事業報告（案）について承認。
� （第6回）

13）�令和7年度重点政策・重点事業計画説明
PPT資料（案）について承認。� （第6回）

14）�令和7年度事業計画（案）について承認。
� （第6回）
15）�令和7年度資金収支予算書（案）及び収支予
算書（案）について承認。� （第6回）

16）�令和7年度資金調達及び設備投資の見込み
（案）について承認。� （第6回）

2-2　事業推進に関する事項
1）�「看護みらいラボ（仮称）」事業の実施（案）
について承認。� （第1回）

2）�2024年度職能委員会委員の選任（案）につ
いて承認。� （第1回）

3）�2024年度第1回全国職能委員長会開催（案）
について承認。� （第1回）

4）�認定看護師および専門看護師の個人審査の
変更（案）については、詳細が不明であり
検討が必要なため、今後修正案を提示し協
議することとした。� （第1回）

5）�認定看護管理者の個人審査の見直し（案）
について、認定看護管理者教育課程の見直
し後に協議することとした。� （第1回）

6）�2025年国際看護師協会（ICN）理事選挙へ
の対応（案）について承認。� （第1回）

日本看護協会理事会報告
1　理事会開催状況

回 日　　　時 会　　場

１ 令和 ６年 ５月10日　10：00～16：00 日本看護協会 JNAホール
２ 令和 ６年 ６月 ６日　18：00～20：00 東京ベイ有明ワシントンホテル
３ 令和 ６年 ７月25日　13：30～18：00

令和 ６年 ７月26日　10：00～11：20
日本看護協会 JNAホール

４ 令和 ６年 ９月20日　 9：30～14：45 日本看護協会 JNAホール
５ 令和 ６年11月28日　13：30～18：00

令和 ６年11月29日　 9：00～12：45
日本看護協会 JNAホール

６ 令和 ７年 ２月27日　13：30～19：15
令和 ７年 ２月28日　 9：30～12：20

日本看護協会 JNAホール
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7）�本会が行ったウクライナ危機への寄附金に
関する ICNからの要請への対応（案）につ
いて採決なし。� （第1回）

8）�2024年度地区別職能委員長会開催（案）に
ついて承認。� （第3回）

9）�認定看護師 ･専門看護師 ･認定看護管理者
の個人審査変更（案）について承認。�
� （第3回）

10）�本会が行ったウクライナ危機への寄附金に
関する ICNからの要請への対応（案）につ
いて承認。� （第3回）

11）�2025年度「看護の日・看護週間」事業につ
いて承認。� � （第4回）

12）�日本看護協会における教育研修部門のあり
方について承認。� � （第4回）

13）�2024年度第2回全国職能委員長会の開催（案）
について承認。� （第5回）

14）�看護みらいラボ（仮称）基本計画（案）に
ついて承認。� （第5回）

15）�資格認定3制度の規程改正（案）について承
認。� （第5回）

16）�認定看護師の戦略的な養成にむけた教育の
見直しの方向性（案）について承認。

� （第5回）
17）�看護管理者育成のための教育および研修の
体系化（案）について承認。� （第5回）

18）�資格認定3制度認定業務システムの新システ
ム構築に関する事業変更（案）について承
認。� （第5回）

19）�2025年度全国職能別交流集会開催（案）に
ついて承認。� （第6回）

20）�看護みらいラボ事業の実施（案）について
承認。� （第6回）

21）�2025年度認定看護師教育機関審査会・認定
看護師審査会・専門看護師審査会の構成員
（案）について承認。� （第6回）

22）�看護管理研修及び新たな認定看護管理者教
育課程（案）について承認。� （第6回）

2-3　管理的事項
1）�令和5年度決算報告書（案）及び監査報告書
について承認。� （第1回）

2）�令和5年度資金調達及び設備投資の実績を記
載した書類（案）について承認。�（第1回）

3）�令和5年度公益認定財務三基準の計算書及び
公益目的取得財産残額（案）について承認。
� （第1回）

4）�令和6年度資金収支予算書及び収支予算書の
第1次補正（案）について承認。� （第1回）

5）�令和6年度資金運用方針（案）について承

認。� � （第3回）
6）�電子取引データの訂正及び削除の防止に関
する事務処理規程の改正について（案）に
ついて承認。� （第3回）

7）�本会の事業継続計画（BCP）の策定。�（第4回）
8）�コンプライアンス規程の改正並びに内部通
報規程の廃止及び内部公益通報規程の制定
（案）について承認。� （第5回）
9）�2025年度の見込み会員数（案）について承
認。� � （第5回）

10）�「本会事業継続計画（BCP）案」の策定及び
「防災マニュアル」の改訂（案）について承
認。� （第5回）

11）職員再雇用制度の見直（案）について承認。
� （第5回）
12）�令和7年度通常総会の開催概要（案）につい
て承認。� （第5回）

13）�2025年度名誉会員候補者（案）について承
認。� � （第6回）

14）�2025年度日本看護協会長表彰候補者（案）
について承認。� （第6回）

15）�2025年度委員会の設置（案）について承
認。� � （第6回）

16）�会計監査人の再任及び報酬額（案）につい
て承認。� （第6回）

17）�「育児・介護休業等に関する規則」の改正
（案）について承認。� （第6回）

18）�看護研修学校建替え計画の変更（案）につ
いて承認。� （第6回）

2-4　人事関係
　1）人事に関する案件
　　①　2件　　　　　承認� （第1回）
　　②　1件　　　　　承認� （第2回）
　　③　1件　　　　　承認� （第3回）
　　④　1件　　　　　承認� （第5回）
　　⑤　4件　　　　　承認� （第6回）
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全国法人会員会報告
1　法人会開催状況

回 日　　　時 会　　場
1 令和 ６年 ７月26日　11：00～14：30 日本看護協会 JNAホール
2 令和 ６年 ９月20日　14：45～15：30 日本看護協会 JNAホール�
3 令和 ６年11月29日　13：00～16：00� 日本看護協会 JNAホール�
4 令和 ７年 ２月28日　13：20～16：00 日本看護協会 JNAホール�

2　主な協議事項　

1）�地区別法人会員会について� （第1回）
2）�日本看護協会災害支援ナース派遣調整マニュ
アルについて� （第1回）

3）コンプライアンス研修� （第1回）
4）�看護職のためのポータルサイトNuPS 進捗報
告� （第2回）��

5）�2025年4月施行の公益法人制度改革改正に関す
る勉強会� （第3回）

6）�看護職のためのポータルサイトNuPS に関す

　  る報告� （第3回）
 7）�2025年度地区別会議について　� （第4回）
 8）改正公益認定法について� （第4回）
 9）看護実践能力認証制度について� （第4回）
10）ナーシングデータサイエンス講義について
� （第4回）�
11）日本看護連盟との連携について�� （第4回）

3  地区別法人会員会
回 日　　　時 場　　所
1 令和 ６年10月17日　�13：00～18：00 グランドプリンスホテル広島

4　主な協議事項

1）次期新ビジョンについて
2）ナースセンターの事業展開について
3）その他

2024年度都道府県看護連盟・看護協会会長合同会議報告
回 日　　時・場　　所 内　　容

1
令和 ６年�10月18日　� ９ ：00～12：00

グランドプリンスホテル広島
①効果的な「応援する会」の入会の進め方
②コンプライアンス対策の理解と徹底
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審議会等への参画
審議会等 委嘱者 役名 出席者

山口県国民保護協議会 県知事 委員 会長

山口県医療審議会 県知事 委員 会長

山口県医療審議会保険医療計画部会 県知事 委員 会長

山口県医療対策協議会 県知事 委員 会長

山口県医療安全推進協議会 県知事 委員 会長

山口県社会福祉審議会 県知事 委員 会長

山口県准看護師試験委員会 県知事 委員 会長

山口県障害者介護給付費等不服審査会 県知事 委員 会長

山口県在宅医療推進協議会 県知事 委員 会長

山口県肝炎対策協議会 県健康福祉部長 委員 会長

山口県循環器病対策推進協議会 県健康福祉部長 委員 会長

山口県立総合医療センター機能強化基本構想検
討委員会 県健康福祉部長 委員 会長

山口県感染症対策連携協議会 県健康福祉部長 委員 会長

山口県看護職員確保対策協議会 県医療政策課長 委員 会長

山口県防災会議 県防災会議会長 委員 会長

令和７年度全国高等学校総合体育大会山口県実
行委員会

令和７年度全国高等学校総合体育大会山
口県実行委員会長 会長

母体保護法指定医不服審査委員会 県医師会長 委員 会長

山口県肝疾患診療連携協議会 山口大学医学部附属病院長 委員 会長

山口県がん診療連携協議会 山口大学医学部附属病院長 委員 会長

山口県公衆衛生協会　理事会・評議員会 県公衆衛生協会長 理事
評議員

理事：会長
評議員：第二副会長

やまぐち移植医療推進財団評議会 やまぐち移植医療推進財団理事長 評議員 会長

山口県立大学看護研修センター感染管理認定看
護師教育課程特定行為研修管理委員会 山口県立大学看護研修センター 会長

YIC 看護福祉専門学校学校関係者評価委員会 YIC 看護福祉専門学校長 委員 会長

YIC 看護福祉専門学校教育編成委員会 YIC 看護福祉専門学校長 委員 会長

山口県小児保健研究会理事会 山口県小児保健研究会長 理事 第二副会長

山口県公務災害補償等認定委員会 県知事 委員 専務理事

山口県介護保険審査会 県知事 委員 専務理事

健康やまぐち21推進協議会 県知事 委員 専務理事

山口県母子保健対策協議会 県知事 委員 専務理事

山口県高齢者保健福祉推進会議 県知事 委員 専務理事
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各支部　協議会等への参画
支部 協議会等 委嘱者 役名 出席者

岩国

岩国医療圏地域医療構想調整会議 山口県岩国健康福祉センター所長 委員 支部長

岩国市地域包括ケア推進協議会 岩国市長 委員 支部長

岩国市地域包括ケア推進協議会日常生活圏域
会議 岩国市長 委員 会員

地域医療支援病院審議委員会 岩国市医療センター医師会病院 委員 支部長

岩国市医師会コ・メディカル実行委員会 岩国市医師会 委員 職能委員長

岩国圏域看護管理者ネットワーク会議 岩国圏域看護管理者ネットワーク 支部長

岩国市看護学生修学資金貸付事業運営協議会 岩国市地域医療課 委員 支部長

審議会等 委嘱者 役名 出席者

山口県医療費適正化推進協議会 県健康福祉部長 委員 専務理事

山口県医療勤務環境改善支援センター運営協議会 県健康福祉部長 委員 専務理事

介護職員等医療的ケア研修事業実施委員会 県健康福祉部長 委員 専務理事

山口県医療的ケア児支援地域協議会 県健康福祉部長 委員 専務理事

山口県特別支援学校医療的ケア運営協議会 山口県教育庁特別支援教育推進室長 委員 専務理事

山口県母子保健対策協議会
ＨＴＬＶ -1母子感染予防専門委員会 県健康福祉部長 委員 専務理事

へき地医療専門調査会 県健康福祉部長 専務理事

岩国刑務所医療協議会 岩国刑務所長 専務理事

山口県アレルギー疾患医療連絡協議会 県健康福祉部長 委員 専務理事

山口県災害医療関係者連絡調整会議 山口県知事 災害医療
コーディネーター

専務理事
常務理事

山口県がん対策協議会 県知事 委員 常務理事

山口県母性衛生学会　理事会 学会長 委員 常務理事
助産師職能理事

山口県介護保険関係団体連絡協議会 県介護保険関係団体連絡協議会長 代表者 常務理事

山口県高齢者医療懇話会 県後期高齢者医療広域連合長 委員 常務理事

山口県周産期医療協議会 県知事 委員 常務理事

山口県小児医療協議会 健康福祉部長 委員 常務理事

山口県社会福祉審議会 ( 臨時委員）児童福祉専
門分科会 県知事 臨時委員 助産師職能理事

光市地域自立支援協議会 光市長 委員 STひかり管理者

職業紹介事業所等連絡会議 県社会福祉協議会長 委員 ナースセンター長

ＪＭＡＴやまぐち検討プロジェクトチーム会議 県医師会長 チーム
メンバー 救急看護認定看護師
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支部 協議会等 委嘱者 役名 出席者

柳井

柳井地域医療構想調整会議 山口県柳井健康福祉センター所長 委員 支部長

地域包括支援センター運営協議会及び地域密
着型サービス運営会議 柳井市長 委員 支部長

柳井市高齢者保健福祉推進協議会 柳井市長 委員 支部長

周南

周南医療圏地域医療構想調整会議 山口県周南健康福祉センター所長 委員 支部長

看取りワーキンググループ会議 あ・うんネット周南座長、周南市地域福祉課長 委員 会員

下松市自殺対策推進協議会 下松市長 委員 会員

あ・うんネット多職種連携研修会 あ・うんネット周南座長、周南市地域福祉課長 委員 会員

防府
山口・防府医療圏地域医療構想調整会議 山口県山口健康福祉センター所長 委員 支部長

防府市国民保護協議会 防府市長 委員 支部長

山口

山口・防府医療圏地域医療構想調整会議 山口県山口健康福祉センター所長 委員 支部長

すこやか長寿対策審議会 山口市介護保健課 委員 支部長

山口市地域密着型サービス運営協議会 委員 支部長

山口市地域包括支援センター運営協議会 委員 支部長

宇部

宇部・小野田医療圏地域医療構想調整会議 宇部健康福祉センター保健福祉企画室長 委員 支部長

宇部市障害者自立支援審査委員会 宇部市長 委員 会員

宇部市介護認定審査会 宇部市長 委員 会員

小野田

宇部・小野田地域医療構想調整会議 宇部健康福祉センター保健福祉企画室長 委員 支部長

山陽小野田市健康づくり推進協議会 山陽小野田市長 委員 支部長

山陽小野田市在宅医療・介護連携推進協議会 山陽小野田市高齢者福祉課 委員 副支部長

長門

長門医療圏地域医療構想調整会議 山口県長門健康福祉センター長 委員 支部長

長門市高齢者保健福祉推進会議 長門市長 委員 支部長

長門市地域包括支援センター運営協議会 長門市長 委員 支部長

健幸ながと21推進協議会 長門市長 委員 支部長

長門市自殺対策推進会議 長門市長 委員 支部長

長門市防災会議 長門市長 委員 支部長

向津具ダブルマラソン実行委員会 長門市観光スポーツ文化部スポーツ文化交流課 委員 副支部長

萩 萩圏域地域包括ケアネットワーク協議会 萩圏域地域包括ケアネットワーク協議会 委員 支部長

下関

下関医療対策協議会 下関市長 委員 支部長

下関市立病院評価委員会 下関市長 委員 支部長

下関市防災会議 下関市長 委員 支部長

下関海峡マラソン実行委員会 下関市観光・スポーツ振興課 委員 支部長

令和7年度全国高等学校総合体育大会下関市
実行委員会 下関市観光・スポーツ振興課 委員 支部長
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支部 協議会等 委嘱者 役名 出席者

下関市地域包括支援センター運営協議会・下
関市地域密着型サービス運営委員会 下関市長 委員 支部長

下関市医療・介護ネットワーク協議会 下関市医師会 理事 会員

認知症を地域で支えるまちづくり下関ネット
ワーク委員会

認知症を地域で支えるまちづくり下関ネット
ワーク委員会 委員 会員

しものせき在宅医療提供体制推進協議会 下関市医師会 委員 会員

下関市高齢者保健福祉推進会議 下関市長 委員 会員

下関市医療的ケア児支援地域連携会議 下関市長 委員 会員
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令和６年度　訪問看護ステーション利用状況表
　　　　　　　　　山口県看護協会訪問看護ステーションほうふ

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計
月　間 
利用者

医療 6 4 4 4 4 6 6 6 6 6 7 8 67
介護 25 26 25 26 24 24 24 24 25 24 26 27 300

延
べ
訪
問
回
数

医療
一般 38 18 11 11 22 13 11 6 3 4 5 3 145
老人 18 17 15 20 16 47 72 56 51 58 56 70 496
計 56 35 26 31 38 60 83 62 54 62 61 73 641

介護

予防20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
予防30 0 1 5 6 3 1 2 3 1 2 3 2 29
予防60 0 8 8 9 9 8 12 10 9 9 8 8 98
予防90 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
20分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
30分 62 65 57 57 53 50 53 63 67 59 61 70 717
60分 36 29 25 22 29 23 28 23 23 19 24 21 302
90分 9 8 8 11 9 8 8 8 9 9 7 8 102

予防リハ40 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
予防リハ60 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1
介護リハ40 12 16 13 13 13 14 18 16 24 23 22 33 217
介護リハ60 2 5 9 7 7 6 3 7 6 2 5 6 65

計 121 132 125 125 123 110 124 130 139 123 130 149 1531
合計 177 167 151 156 161 170 207 192 193 185 191 222 2172

利用者 
性　別

男 14 13 12 13 12 11 11 10 11 10 11 14 142
女 17 17 17 17 16 19 19 20 19 19 21 21 222

合計 31 30 29 30 28 30 30 30 30 29 32 35 364

年
　
　
齢
　
　
層

０～９ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10～19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
20～29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
30～39 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
40～49 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
50～59 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 36
60～69 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 15
70～79 7 7 6 7 7 7 7 7 7 7 7 7 83
80～89 11 12 12 12 12 13 13 13 12 11 14 16 151

90歳以上 8 7 7 7 5 6 6 6 7 7 7 7 80
合計 31 30 29 30 28 30 30 30 30 29 33 35 365

新規利用者 5 1 0 1 0 1 0 1 2 2 5 3 21
利用終了者 1 2 1 0 3 3 0 1 2 3 1 1 18

利用者主疾患
脳血管疾患　認知　精神 癌　難病 心、肺疾患　DM 脊椎　その他

疾患名 人数 疾患名 人数 疾患名 人数 疾患名 人数
脳 出 血 後 遺 症 1 直 腸 が ん 2 サルコイドーシス 1 胸椎腰椎圧迫骨折 1
脳 梗 塞 2 アンチトロンビン欠乏症 1 心 不 全 5 腰部変形性膝関節症 1
アルツハイマー型認知症 1 パ ー キ ン ソ ン 病 2 糖 尿 病 3 脊 髄 梗 塞 後 遺 症 1
アテローム血栓性脳梗塞 1 重 症 筋 無 力 症 1 高 血 圧 症 2 多発性脊椎圧迫骨折 1
多 発 性 脳 梗 塞 1 S 状 結 腸 憩 室 炎 1 慢 性 呼 吸 不 全 1 神 経 因 性 膀 胱 1
前頭側頭型認知症 1 皮 膚 筋 炎 1 両 側 水 腎 症 1

S 状 結 腸 癌 末 期 1 慢 性 胃 炎 1
合 計 7 合 計 9 合 計 12 合 計 7
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令和６年度　訪問看護ステーション利用状況表
山口県看護協会訪問看護ステーションとくぢ

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計
月　間 
利用者

医療 2 1 1 2 2 3 3 4 4 4 3 3 32
介護 28 25 27 30 29 26 28 26 31 31 31 29 341

延
べ
訪
問
回
数

医療
一般 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5
老人 9 28 29 35 57 35 35 38 37 35 57 27 422
計 14 28 29 35 57 35 35 38 37 35 57 27 427

介護

予防20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
予防30 33 33 10 24 22 22 28 18 15 13 13 15 246
予防60 11 10 0 8 2 8 8 9 8 6 8 8 86
予防90 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
20分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
30分 69 54 58 85 69 58 59 47 54 57 45 50 705
60分 27 19 17 20 36 23 20 23 27 29 25 30 296
90分 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 2

予防リハ40 3 3 2 0 3 2 3 2 2 3 1 5 29
予防リハ60 8 10 11 11 12 11 11 9 5 7 7 5 107
介護リハ40 4 2 1 9 10 6 5 8 11 11 14 16 97
介護リハ60 8 4 5 4 4 3 2 7 7 1 5 6 56

計 163 136 104 161 158 133 136 124 129 127 118 135 1624
合計 177 164 133 196 215 168 171 162 166 162 175 162 2051

利用者 
性　別

男 14 13 14 16 15 13 15 14 15 15 14 14 172
女 16 14 14 16 16 16 16 16 20 20 20 20 204

合計 30 27 28 32 31 29 31 30 35 35 34 34 376

年
　
　
齢
　
　
層

０～９ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10～19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
20～29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
30～39 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
40～49 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
50～59 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
60～69 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
70～79 4 4 5 5 5 4 4 5 7 7 7 7 64
80～89 15 14 13 14 14 14 15 13 13 13 14 14 166

90歳以上 12 8 10 13 12 11 12 12 15 15 13 13 146
合計 31 26 28 32 31 29 31 30 35 35 34 34 376

新規利用者 2 1 3 4 1 1 2 1 5 0 2 1 23
利用終了者 4 5 1 0 2 3 0 2 0 0 3 1 21

利用者主疾患
脳血管疾患　認知　精神 癌　難病 心、肺疾患　DM 脊椎　その他

疾患名 人数 疾患名 人数 疾患名 人数 疾患名 人数
脳 梗 塞 後 遺 症 1 直 腸 ジ ス ト 1 高 血 圧 症 9 頚 髄 症 1
アルツハイマー型認知症 4 大 腸 が ん 1 肺 気 腫 1 腰部脊柱管狭窄症 1
脳 出 血 後 遺 症 1 下 咽 頭 が ん 1 心 不 全 2 総 胆 管 結 石 1
く も 膜 下 出 血 後 遺 症 1 食 道 が ん 末 期 1 急 性 大 動 脈 解 離 2 脊髄海綿状血管腫 1
慢 性 硬 膜 下 水 腫 1 両 側 肺 炎 1 胆 管 炎 1

糖 尿 病 1 外 果 褥 瘡 1
合 計 8 合 計 4 合 計 16 合 計 6
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令和６年度　訪問看護ステーション利用状況表
山口県看護協会訪問看護ステーションひかり

利用者主疾患
脳血管疾患　認知　精神 癌　難病 心、肺疾患　DM 脊椎　その他

疾患名 人数 疾患名 人数 疾患名 人数 疾患名 人数
認 知 症 10 悪 性 リ ン パ 腫 1 慢 性 心 不 全 2 頚 髄 損 傷 1
アルツハイマー型認知症 6 毛細血管拡張性運動失調症 1 慢 性 腎 不 全 1 ANCA 関 連 血 管 炎 1
血 管 性 認 知 症 2 パ ー キ ン ソ ン 病 2 糖 尿 病 7 関 節 リ ウ マ チ 3
気 分 変 調 症 1 慢性骨髄性白血病 1 気 管 支 炎 1 脊 髄 性 小 児 ま ひ 1
側 頭 葉 て ん か ん 1 膀 胱 癌 2 う っ 血 性 心 不 全 1 陥 入 爪 1
解 離 性 障 害 1 肝 細 胞 癌 1 非結核性抗酸菌症 1 総 胆 管 結 石 1
脳 梗 塞 5 直 腸 癌 1 ネフローゼ症候群 1 前 立 腺 肥 大 1

G I S T 1 高 血 圧 症 7 リ ン パ 浮 腫 1
後 縦 靭 帯 骨 化 症 1 慢 性 心 房 細 動 1 趾難治性皮膚潰瘍 1
膵 臓 癌 1 貧 血 1
大 腸 癌 2 右 不 全 麻 痺 1
上 顎 癌 1 結 石 性 腎 盂 腎 炎 1

合 計 26 合 計 15 合 計 22 合 計 14

区　　　分 ４月 ５月 ６月 ７月 8月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計
月　間 
利用者

医療 16 16 17 16 19 20 20 20 19 20 20 19 222
介護 39 39 42 44 44 44 45 45 46 49 47 47 531

延
べ
訪
問
回
数

医療
一般 47 52 34 37 44 47 39 38 41 36 35 39 489
老人 102 131 118 102 87 92 120 65 60 79 87 70 1113
計 149 183 152 139 131 139 159 103 101 115 122 109 1602

介護

予防30 6 4 2 3 3 3 8 6 8 5 4 5 57
予防60 0 0 0 0 5 11 6 12 12 6 8 7 67
予防90 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
30分 58 68 69 101 80 75 78 70 98 93 74 77 941
60分 129 118 104 123 104 99 135 108 121 124 141 136 1442
90分 5 0 4 4 4 2 0 2 3 7 4 7 42
計 198 190 179 231 196 190 227 199 242 235 231 232 2550

合計 347 373 331 370 327 329 386 302 343 350 353 341 4152

利用者
性　別

男 17 17 18 19 19 18 20 20 19 20 19 19 225
女 38 38 41 41 44 45 45 46 46 49 48 47 528

合計 55 55 59 60 63 63 65 66 65 69 67 66 753

年
　
齢
　
層

０～９ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10～19 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
20～29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
30～39 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
40～49 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 36
50～59 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 24
60～69 1 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 16
70～79 14 12 12 12 11 11 13 13 13 15 12 13 151
80～89 22 23 26 28 29 29 30 30 30 31 31 31 340

90歳以上 12 12 13 12 15 16 15 16 15 16 13 15 170
合計 55 55 59 60 63 63 65 66 65 69 67 66 753

新規利用者 5 3 4 3 5 1 4 2 3 5 1 43 79
利用終了者 4 3 0 2 2 1 3 1 2 2 3 3 26
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令和６年度　１日ナース体験　協力病院一覧

No. 病　院 No. 病　院

1 岩国市医療センター医師会病院 31 宇部記念病院

2 岩国市立美和病院 32 宇部西リハビリテーション病院

3 国立病院機構　岩国医療センター 33 宇部リハビリテーション病院

4 周防大島町立東和病院 34 尾中病院

5 周防大島町立大島病院 35 厚南セントヒル病院

6 周東総合病院 36 セントヒル病院

7 国立病院機構　柳井医療センター 37 扶老会病院

8 柳井病院 38 高嶺病院

9 光市立光総合病院 39 山口宇部医療センター

10 光市立大和総合病院 40 山陽小野田市民病院

11 光中央病院 41 山口労災病院

12 光輝病院 42 美祢市立病院

13 周南記念病院 43 美祢市立美東病院

14 周南市立新南陽市民病院 44 長門総合病院

15 徳山リハビリテーション病院 45 岡田病院

16 周南リハビリテーション病院 46 三隅病院

17 周南高原病院 47 都志見病院

18 徳山医師会病院 48 萩市民病院

19 徳山中央病院 49 萩慈生病院

20 防府病院 50 全眞会病院

21 防府リハビリテーション病院 51 下関市立豊田中央病院

22 三田尻病院 52 済生会豊浦病院

23 山口県立総合医療センター 53 国立病院機構　関門医療センター

24 小郡第一総合病院 54 済生会下関総合病院

25 済生会山口総合病院 55 下関市立市民病院

26 済生会湯田温泉病院 56 下関医療センター

27 林病院 57 下関リハビリテーション病院

28 山口リハビリテーション病院 58 稗田病院

29 阿知須同仁病院 59 よしみず病院

30 宇部協立病院
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令和６年度　再チャレンジ研修協力施設一覧

No. 市町 施設名 開催日 研修時間
保育
預かり

併設の訪問看護
ステーション実習

1 岩国市 岩国市医療センター医師会病院 随時 9時～ 16 時
〇
要相談

○

2 柳井市 周東総合病院
随時

（3月は除く）
9時～ 15 時 ○

3 光市 光市立光総合病院 随時 9時～ 15 時

4 周南市 周南市立新南陽市民病院
随時

（3月は除く）
9時～ 15 時 ○

5 周南市 周南リハビリテーション病院 ７月以降 10 時～ 15 時

6 周南市 徳山医師会病院 7月～ 12 月 10 時～ 15 時

7 防府市 防府リハビリテーション病院 随時 10 時～ 15 時 ○

8 防府市 三田尻病院 随時 9時～ 15 時
〇
要相談

9 山口市 小郡第一総合病院 随時 9時～ 15 時 要相談

10 山口市 山口リハビリテーション病院 随時 9時～ 16 時 ○

11 宇部市 宇部記念病院 随時 10 時～ 15 時 ○ ○

12 宇部市 宇部西リハビリテーション病院 随時 10 時～ 15 時

13 宇部市 セントヒル病院 随時 10 時～ 15 時

14 山陽小野田市 山陽小野田市民病院 随時 9時～ 15 時 〇

15 美祢市 美祢市立病院 随時 10 時～ 15 時

16 美祢市 美祢市立美東病院 随時 9時～ 15 時 ○

17 長門市 長門総合病院 随時 9時～ 15 時 ○

18 萩市 萩市民病院
随時

（5月、7月～9月は除く）
9時～ 15 時

19 下関市 よしみず病院 随時 9時～ 15 時 ○

20 下関市 安岡病院 随時 9時～ 16 時 ○

21 下関市 下関市立市民病院 ８月　要相談 10 時～ 15 時

22 防府市 訪問看護ステーション　ほうふ
随時

※研修日数 3日間
9時～ 17 時

23 光市 訪問看護ステーション　ひかり
随時

※研修日数 3日間
9時～ 17 時
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受章（賞）者

叙勲受章 第53回医療功労賞
令和６年　秋 （中国地方医療功労賞）

瑞宝単光章 山　下　美由紀 谷　本　良　枝

令和７年　春

瑞宝双光章 藤　田　　　恵

瑞宝単光章 福　田　美登里

公益社団法人　日本看護協会
会長表彰
東　　　由利子

山口県看護協会名誉会員

岩　永　美由記 （助産師）　岩国支部 吉　村　喜代子 （看護師）　防府支部

有　馬　かほる （保健師）　岩国支部 新　宅　美枝子 （看護師）　防府支部

小野原　利　子 （保健師）　岩国支部 島　田　公　子 （看護師）　山口支部

岡　入　幸　子 （看護師）　柳井支部 原　田　新　子 （保健師）　山口支部

中　野　照　代 （看護師）　周南支部 宮　崎　博　子 （保健師）　山口支部

松　浦　清　子 （看護師）　周南支部 山　内　玲　子 （看護師）　宇部支部

福　永　タマ子 （看護師）　防府支部 岡　田　久　子 （看護師）　宇部支部

安　村　睦　江 （看護師）　防府支部 縄　田　敏　子 （看護師）　宇部支部

田　中　久　代 （看護師）　防府支部 田　中　好　枝 （看護師）　宇部支部

橋　本　邦　枝 （看護師）　防府支部 河　村　　　忍 （看護師）　宇部支部

安　冨　雅　惠 （看護師）　防府支部 金　子　チサコ （准看護師）　萩支部

徳　原　多賀子 （看護師）　防府支部

歴　代　名　誉　会　員

公益社団法人　山口県看護協会
名　　誉　　会　　長

公益社団法人　日本看護協会
名　　誉　　会　　員

村　田　昌　子 村　田　昌　子 中　野　照　代
福　永　タマ子 　
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令和６年度　職能委員会委員 ◎印　委員長

保健師職能委員会

◎安　池　まさみ 藤 原 聖 子 末 永 雅 子 青 木 大 典

和　田　奈都美 磯 村 聰 子 白　井　ひろみ

助産師職能委員会

◎塩　道　敦　子 末 永 清 美 藤 井 弥 江 西 嶋 紀 子

宇 野 温 花 中　川　可奈子

看護師職能委員会Ⅰ

◎中　村　麻　衣 中 村 か お り 小 林 順 子 河 邉 景 子

河 野 典 子 塩 見 静 子 杉　谷　安紀恵

看護師職能委員会Ⅱ

◎露　繁　巧　江 刀　禰　由香利 原 田 典 子 坂 口 基 子

岩 井 佳 枝 森 川 麻 美 吉　原　　　雅

令和６年度　支部長
岩国支部長 柳井支部長 周南支部長 防府支部長 山口支部長

浜　　　佳　恵 田　山　千　里 伊　藤　友里代 山　本　知　美 小　迫　幸　恵

宇部支部長 小野田支部長 長門支部長 萩支部長 下関支部長

宇多村　順　子 井　上　孝　子 花　島　ま　り 松　谷　真由美 関　野　尚　子

令和６年度　役　員

会 長 西　生　敏　代 地 区 理 事（岩 国） 浜　　　佳　恵

第 一 副 会 長 折　込　沙　世 地 区 理 事（柳 井） 田　山　千　里

第 二 副 会 長 渡　邉　洋　子 地 区 理 事（周 南） 伊　藤　友里代

第 三 副 会 長 吉　岡　和　代 地 区 理 事（防 府） 山　本　知　美

専 務 理 事 菊　池　実　代 地 区 理 事（山 口） 小　迫　幸　恵

常 務 理 事（庶 務） 藤　谷　圭　子 地 区 理 事（宇 部） 宇多村　順　子

常 務 理 事（会 計） 小　阪　マリ子 地 区 理 事（小 野 田） 井　上　孝　子

保 健 師 職 能 理 事 安　池　まさみ 地 区 理 事（長 門） 花　島　ま　り

助 産 師 職 能 理 事 塩　道　敦　子 地 区 理 事（萩） 松　谷　真由美

看 護 師 Ⅰ 職 能 理 事 中　村　麻　衣 地 区 理 事（下 関） 関　野　尚　子

看 護 師 Ⅱ 職 能 理 事 露　繁　巧　江 監 事 原　田　美　佐

全 区 理 事 鈴　川　実　紀 監 事 軍　神　弘　美

監 事 天　河　浩　二
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令和６年度　常任委員会委員 ◎印　委員長　
○印　副委員長

労働環境支援委員会

　前 田 順 子 岳　田　喜久美 ◎石　井　恵　子 　上　田　三千代 ○伊　藤　泰　枝

　米 村 幸 子

看護制度委員会

◎木　倉　悠　子 　スビア　広　子 　村 岡 和 美 ○山　中　聖　美 　内 田 朱 美

　小　田　智　美

教育委員会

　國 次 葉 月 　姫 井 由 佳 ○原　　　哲　也 ◎三　浦　京　子 　山　本　奈緒美

　亀 崎 明 子 　大　田　冨美代 　飯 室 美 穂 　小 田 智 子 　金 子 真 弓

学会委員会

○金　川　真　理 　藤 中 優 子 ◎松　村　直　子 　太 田 友 子 　村 田 佳 子

　松　浦　仁　美

認定看護管理者教育運営委員会

　坂　本　由紀子 井　上　真奈美 ◎大　林　由美子 ○原　田　美　佐 　山 角 洋 子

　奥　土　久美子

広報委員会

　山　本　せつ子 　上 野 弘 恵 ◎小　川　真由美 　郡 島 知 佳 　新 田 圭 子

　谷　　　美佐緒

推薦委員会

　藤　重　久美子 　村 谷 香 織 　吉 本 美 恵 　田 村 知 美 　徳 永 洋 子

　山　本　純　子 　久保江　律　子

医療安全推進委員会

　梅　本　ひとみ 　西 山 麻 絵 ◎三　澤　朋　博 　福 田 由 香 　久　保　美由紀

○河　村　敦　子

災害支援委員会

◎木　村　直　也 ○山　本　扶美江 　黨　　　陽　子 　江 本 絹 世 　松 原 典 子

橋　本　佳　子

在宅ケア推進委員会

◎村　上　由香里 　安 藤 佳 苗 　杉 谷 美 和 　白 石 直 美 　藤 田 大 覚

○柴　崎　恵　子
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 令和7年度 山口県健康福祉功労者（優良看護職員）
知事表彰受賞者名簿

（別紙）
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令和７年度　山口県看護協会長表彰者
（五十音順）

氏　名 職種 所　属

折込　沙世 看護師 小郡第一総合病院

滝口　治代 看護師 山口県立萩看護学校

中司　ひかり 保健師 山口県健康づくりセンター

（目的）

第�１条　この規程は、公益社団法人山口県看護協会（以下「本会」という。）定款第３条に定める目的の達

成に著しい功績があった者の表彰に関し必要な事項を定める。

（表彰時期）

第�２条　表彰は、毎年開催される通常総会、または協会の創立記念式典等、表彰するにふさわしい時期に

おいてこれを行う。

（被会長表彰者）

第�３条　会長表彰は、表彰の時点において本会会員であり、年齢が満５０歳以上で次の各号の一に該当す

る者に対して行う。ただし、過去において春秋の叙勲、褒章、厚生労働大臣表彰、山口県知事表彰又は

日本看護協会会長表彰を受賞した者は除く。

　⑴�　通算２０年以上本会の会員で、本会の役員又は委員の職に通算４年以上在任し、本会の発展に貢献

した者

　⑵�　県内での実務経験が通算１５年以上で、看護業務の改善、研究又は看護教育に特に顕著な功績があ

ったと認められる者

　⑶�　その他看護活動等に関してこの表彰に値する功績があったと認められる者

（被特別会長表彰者）

第�４条　特別会長表彰は、本会会員以外の者であって、永年にわたり本会の発展に寄与し、その功労が特

に顕著である者に対して行う。

※公益社団法人山口県看護協会会長表彰及び特別会長表彰規程より抜粋
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公益社団法人　山口県看護協会　定款

第 １章　総　　　則

（名　称）
第 １条	 本会は、公益社団法人山口県看護協会と称する。

（事務所）
第 ２条	 本会は、事務所を山口県防府市大字上右田2686番地に置く。

第 ２章　目的及び事業

（目　的）
第 ３条　本会は、保健師、助産師、看護師及び准看護師の免許資格を有する者（以下、「看護職」という。）が、
教育と研鑽に根ざした専門性に基づき看護の質の向上を図るとともに、安心して働き続けられる環境づく
りを推進し、あわせて人々のニーズに応える看護領域の開発・展開を図ることにより、人々の健康な生活
の実現に寄与することを目的とする。

（事　業）
第 ４条　本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。
⑴　看護教育及び学会等学術振興に関する事業
⑵　看護職の労働環境等の改善及び就業促進による人々の健康及び福祉の増進に関する事業
⑶　看護に係る調査及び研究並びに看護業務及び看護制度の改善への提言に関する事業
⑷　地域ケアサービスの実施及び促進並びに公衆衛生の普及指導等による人々の健康及び福祉の増進に関
する事業

⑸　公益社団法人日本看護協会との相互協力及び連携に関する事業
⑹　施設の貸与に関する事業
⑺　会員の福祉及び相互扶助に関する事業
⑻　その他本会の目的を達成するために必要な事業
２　前項の事業は、山口県において行うものとする。

第 ３章　会　　　　員

（会　員）
第 ５条　本会の会員は、次の ２種とする。
⑴　正会員
　　山口県内に居住または勤務する看護職であって本会の目的に賛同して入会したもの
⑵　名誉会員
　　看護に関する事業に顕著な功績があり、かつ、本会に功労があった看護職であって、理事会において
承認されたもの
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（会員資格の取得）
第 ６条　本会の正会員になろうとする者は、本会の指定する手続きにより、入会を申し込まなければならな
い。
２　本会の正会員は、公益社団法人日本看護協会の定めるところにより、公益社団法人日本看護協会の正会
員としての入会を申し込むものとする。

（経費の負担）
第 ７条　正会員は、本会の活動に必要な経費に充てるため、正会員になったとき及び毎年、総会において別
に定める入会金及び会費（以下「会費等」という。）を納入しなければならない。

（会員の権利）
第 ８条　正会員は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「法人法」という。）に規定された
次に掲げる社員の権利を、代議員たる正会員と同様に本会に対し行使することができる。
⑴　同法第14条第 ２項の権利（定款の閲覧等）
⑵　同法第32条第 ２項の権利（社員の名簿の閲覧等）
⑶　同法第57条第 ４項の権利（社員総会の議事録の閲覧等）
⑷　同法第50条第 ６項の権利（社員の代理権証明書面等の閲覧等）
⑸　同法第51条第 ４項及び第52条第 ５項の権利（議決権行使書面の閲覧等）
⑹　同法第129条第 ３項の権利（計算書類等の閲覧等）
⑺　同法第229条第 ２項の権利（清算法人の貸借対照表等の閲覧等）
⑻　同法第246条第 ３項、第250条第 ３項及び第256条第 ３項の権利（合併契約等の閲覧等）

（任意退会）
第 ９条　会員は、所定の手続きにより、任意にいつでも退会することができる。
２　前項の規定による退会届の提出は、電磁的方法により行うことができる。

（除　名）
第10条	正会員が次の各号のいずれかに該当する場合には、総会において、総代議員の議決権の ３分の ２以
上に当たる多数をもって行う決議によって、当該正会員を除名することができる。
⑴　本会の定款又は規則に違反したとき。
⑵　本会の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。
⑶　その他除名すべき正当な事由があるとき。
２　前項の規定により総会において正会員を除名する決議を行う場合には、本会は　その正会員に対し、当
該総会の日から １週間前までに理由を付してその旨を通知し、総会において弁明する機会を与えなければ
ならない。
３　総会において除名の決議があったときは、会長は、その正会員に対して、除名の理由を明らかにして、
直ちにその旨を通知しなければならない。

（会員資格の喪失）
第11条　前 ２条の場合のほか、正会員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その資格を喪失する。
⑴　看護職でなくなったとき。
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⑵　後見開始又は保佐開始の審判を受けたとき。
⑶　死亡し、又は失踪の宣告を受けたとき。
⑷　第 ７条に定める会費を、その事業年度における ３月末日までに納入しなかったとき。
⑸　総代議員が同意したとき。

（拠出金品の不返還）
第12条　本会は、会員資格を喪失した者が既に納入した会費等その他の拠出金品は、これを返還しない｡

第 ４章　代議員及び予備代議員

（代議員の員数及び選挙）
第13条　本会に代議員を置き、その員数は、毎年 ４月20日における正会員の総数50人につき １人の割合とす
る。この場合において、正会員の総数を50で除して得た数に １未満の端数があるときにはその端数は １と
し、代議員の員数に加える。
２　前項の代議員をもって、法人法上の社員とする。　
３　代議員を選出するため、代議員選挙を行う。
４　代議員選挙を行うために必要な事項は、定款細則（以下、「細則」という。）で定める。
５　代議員は、正会員の中から選ばれることを要する。正会員は、第 ３項の代議員選挙に立候補することが
できる。
６　第 ３項の代議員選挙において、正会員は他の正会員と等しく代議員を選挙する権利を有する。この場合
において、理事又は理事会は、代議員を選出することができない。
７　第 ３項の代議員選挙は、毎年 ７月に行うものとする。

（代議員の任期）
第14条　代議員の任期は、選任年度の ８月 １日から翌年度の ７月31日までとする。ただし、代議員が総会決
議取消しの訴え、解散の訴え、責任追及の訴え及び役員の解任の訴え（法人法第266条第 １項、第268条、
第278条及び第284条）を提起している場合（同法第278	条第 １項に規定する訴えの提起の請求をしている
場合を含む。）には、当該訴訟が終結するまでの間、当該代議員は社員たる地位を失わない。この場合に
おいて、当該代議員は、役員の選任及び解任（同法第63条及び第70条）並びに定款の変更（同法第146条）
についての議決権を有しないこととする。
２　第 １項に定める代議員の任期が満了した場合であっても、後任者が選任されるまでは、当該代議員は、
引き続きその職務を行わなければならない。

（代議員の資格の喪失）
第15条	代議員は、やむを得ない事情があるときは、辞任届を提出することにより、代議員を辞任すること
ができる。
２　総会は、正当な事由があると認められる場合には、総代議員の ３分の ２以上の多数による決議により、
代議員の資格を喪失させることができる。この場合において、その代議員に対し、総会の １週間前までに、
理由を付して資格喪失に関する議案の内容を通知し、総会において弁明の機会を与えなければならない。
３　前 ２項のほか、代議員は、第 ９条から第11条に掲げる事由により正会員の資格を喪失したときは、代議
員の資格を失う。
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（代議員の報酬等）
第16条　代議員は、無報酬とする。
２　代議員には、その職務を執行するために要する費用を弁償することができる。
３　前項に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。

（予備代議員）
第17条	代議員が欠けた場合又は代議員の員数を欠くこととなるときに備えて、補欠の代議員（以下「予備
代議員」という。）を選挙することができる。
２　予備代議員の任期は、任期の満了前に退任した代議員の任期の満了する時までとする。
３　第 １項の予備代議員の選出に係る選挙結果が効力を有する期間は、第14条の代議員の任期満了の時まで
とする。
４　予備代議員を選挙する場合には、次に掲げる事項も併せて決定しなければならない。
⑴　当該候補者が予備代議員である旨
⑵　当該候補者を １人又は ２人以上の特定の代議員の予備代議員として選出するときは、その旨及び当該特
定の代議員の氏名
⑶　同一の代議員（ ２人以上の代議員の補欠として選出した場合にあっては、当該 ２人以上の代議員）につ
き ２名以上の予備代議員を選出するときは、当該予備代議員相互間の優先順位
５　第13条（第 １項、第 ２項及び第 ３項を除く。）、第15条及び第16条の規定は、予備代議員について、準用
する。

第 ５章　総　　　　　会

（構成及び議決権）
第18条　総会は、すべての代議員をもって構成する。
２　総会における議決権は、代議員 １名につき １個とする。
３　代議員以外の会員は、総会に出席することができるが、表決に加わることはできない。
４　第 １項の総会をもって、法人法上の社員総会とする。

（権　限）
第19条　総会は、次に掲げる事項を決議する。
⑴　定款の変更に関する事項
⑵　理事及び監事の選任又は解任
⑶　入会金及び会費の額
⑷　理事及び監事の報酬等の額
⑸　正会員の除名及び代議員資格の喪失
⑹　解散及び残余財産の処分
⑺　貸借対照表及び正味財産増減計算書並びに財産目録の承認
⑻　その他総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項

（種類及び開催）
第20条　本会の総会は、通常総会及び臨時総会の ２種とする。



― 137 ―

２ 　通常総会を法人法上の定時社員総会とし、毎年 １回、毎事業年度終了後 ３箇月以内に開催する。
３　臨時総会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。
⑴　理事会において開催の決議がなされたとき。
⑵　総代議員の議決権の10分の １以上の議決権を有する代議員から、会長に対し、総会の目的である事項
及び招集の理由を記載した書面により、招集の請求があったとき。

（招　集）
第21条　総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき、会長が招集する。
２　会長は、前条第 ３項第 ２号の規定による請求があったときは、遅滞なく、代議員に対し請求があった日
から ６週間以内の日を総会の日とする総会の招集の通知を発しなければならない。
３　会長は、総会を招集するときは、会議の日時、場所及び目的である事項その他の法令で定める事項を記
載した書面によって、代議員に対し、開催の日の １週間前までに通知を発しなければならない。この場合
において、会長は、代議員の承諾を得て、書面による通知の発出に代えて、電磁的方法により通知を発出
することができる。
４　前項の規定にかかわらず、会長は、総会に出席しない代議員が、書面又は電磁的方法により、議決権を
行使することができることとするときは、法令に定める参考書類及び議決権行使書面を添えて開催の日の
２週間前までに、代議員に対し、通知を発しなければならない。

（議　長）
第22条　総会に議長を置く。
２　議長は、総会において、その都度、出席代議員の中から選出する。
３　議長は、総会の秩序を維持し、議事を整理し、会議の運営について責任をもつ。

（定足数）
第23条　総会は、総代議員の議決権の ３分の ２以上の議決権を有する代議員が出席することによって成立す
る。

（決　議）
第24条　総会の決議は、法令及びこの定款に特別の定めがある場合を除き、出席した代議員の議決権の過半
数をもって決する。
２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項に係る総会の決議は、総代議員の議決権の ３分の ２以上に当
たる多数をもって行わなければならない。
⑴　定款の変更
⑵　監事の解任
⑶　正会員の除名
⑷　代議員の資格喪失
⑸　本会の解散
⑹　他の法人との合併等
⑺　その他法令で定められた事項
３　理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第 １項の決議を行わなければなら
ない。理事又は監事の候補者の合計数が第26条第 １項に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得
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た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。

（議事録）
第25条	総会の議事については、法令で定めるところにより、書面又は電磁的記録をもって議事録を作成し、
総会の日から10年間、当該議事録を主たる事務所に備え置かなければならない。
２ 	前項の議事録には、議長及びその総会において選任された議事録署名人 ２名以上が、署名又は記名押印
をしなければならない。

第 ６章　役員等

（役員の設置）
第26条	本会に、次の役員を置く。
⑴　理事　 ３名以上23名以内
⑵　監事　 １名以上 ３名以内
２　理事のうち、 １名を会長、 ３名を副会長、 １名を専務理事、 ２名を常務理事とする。
３ 	　前項の会長をもって法人法上の代表理事とし、副会長、専務理事及び常務理事をもって法人法第91条
第 １項第 ２号に規定する業務執行理事とする。

（役員の選任）
第27条	理事及び監事は、細則で定めるところにより、総会の決議によって正会員の中から選任する。ただ
し、監事のうち １名は会員外から選任することとし、理事会が推薦し（この監事を「外部監事」という）、
総会おいて承認された者を充てる。
２　理事会は、会長、副会長、専務理事、常務理事（以下、「会長等」という。）を選定及び解職する。この
場合において、会長等は、総会の決議により選出された会長等の候補者のうちから、理事会が選定する方
法によることができる。
３　会長は、理事又は監事に異動があったときは、 ２週間以内に変更の登記を行い、登記事項証明書、その
他必要な書類を添えて、遅滞なく、その旨を行政庁に届け出なければならない。

（役員構成の制限）
第28条	本会の各理事について、当該理事及びその配偶者又は ３親等内の親族その他特別の関係にある理事
の合計数が、理事の総数の ３分の １を超えてはならない。
２　他の同一の団体（公益法人除く。）の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係に
あるものとして公益法人又は公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行令第 ５条で定める
者である理事の合計数が、理事の総数の ３分の １を超えてはならない。監事についても同様とする。
３　本会の監事は、本会の理事（当該親族その他特殊の関係がある者を含む。）又は職員を兼ねることがで
きない。
４　本会の各監事について、当該監事の親族その他特殊の関係のある者であってはならない。

　（役員の欠格事由）
第29条　次に掲げる者は、本会の役員となることができない。
⑴　法人法第65条第 １項各号に掲げる者
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⑵　法人法第65条第 １項第 ３号に掲げる罪刑又は第 ４号に該当する刑に処せられる可能性のある罪で起訴
されている者

⑶　公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（以下「認定法」という。）第 ６条第 １号に掲
げる者

⑷　認定法第 ６条第 １号ロに該当する罪刑又はハに該当する刑に処せられる可能性のある罪で起訴されて
いる者

（理事の職務及び権限）
第30条　理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。
２　会長は、法令及びこの定款で定めるところにより、本会を代表し、業務を執行する。
３　副会長は、会長を補佐し、理事会において別に定めるところにより、業務を執行する。
４　専務理事は、会長及び副会長を補佐し、理事会において別に定めるところにより、業務を執行する。
５　常務理事は、理事会において別に定めるところにより、本会の業務を分担執行し、専務理事に事故があ
るとき又は専務理事が欠けたときは、その職務を代行する。
６　会長等は、毎事業年度に ４箇月を超える間隔で ２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しな
ければならない。

（監事の職務及び権限）
第31条　監事は、次に掲げる職務を行う。
⑴　理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成すること。
⑵　本会の業務及び財産の状況の調査をすること。
⑶　総会及び理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べること。
⑷　理事が不正の行為をし、若しくは不正の行為をするおそれがあると認めるとき、又は法令若しくは定
款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞なく、その旨を理事会に報告
すること。
⑸　前号の報告をするため必要があるときは、会長に対し、理事会の招集を請求すること。
⑹　前号の請求をした場合において、その請求があった日から ５日以内に、理事会の招集の通知（その請
求があった日から ２週間以内の日を開催日とするものに限る。）が発せられないときには、直接理事会
を招集すること。
⑺　理事が総会に提出しようとする議案、書類その他法令で定めるものを調査し、法令若しくは定款に違
反し、又は著しく不当な事項があると認めるときは、その調査の結果を総会に報告すること。
⑻　理事が本会の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する行為をし、又は　これらの行為
をするおそれがある場合において、その行為によって本会に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、
その理事に対し、その行為をやめることを請求すること。
⑼　その他監事に認められた法令上の権限を行使すること。

（役員の任期）
第32条　理事の任期は、選任後 ２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する通常総会の終結の
時までとし、再任を妨げない。ただし、選任後 ６年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する
通常総会の終結の時を超えて引き続き在任することができない。
２　前項の規定にかかわらず、理事は、会長、副会長、専務理事及び常務理事として、同一職に引続き就任
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するときは、就任後 ６年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する通常総会の終結の時まで引
き続き在任することができる。
　ただし、災害その他やむを得ない事由により、特に業務上必要がある場合には、その最初の選任後 ８年以
内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する通常総会の終結の時までを任期とすることができる。
３　監事の任期は、外部監事にあっては選任後 ４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する通
常総会の終結の時までとし、内部監事（外部監事以外の監事をいう。以下同じ。）にあっては選任後 ２年
以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する通常総会の終結の時までとし、再任を妨げない。た
だし、外部監事にあっては選任後 ８年以内、内部監事にあっては選任後 ６年以内に終了する事業年度のう
ち最終のものに関する通常総会の終結の時を超えて引き続き在任することができない。
４　役員は、第26条第 １項で定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した後も、
新たに選任された者が就任するまで、なお役員としての権利義務を有する。
５　補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。

（役員の解任）
第33条　理事及び監事は、総会の決議によって解任することができることとし、監事を解任する場合の総会
の決議は、総代議員の議決権の ３分の ２以上に当たる多数の決議をもって行わなければならない。

（役員の地位の喪失）
第34条　本会の役員は、第29条各号に該当するに至ったときは、本会の役員としての地位を喪失する。

（役員の報酬等）
第35条　役員に対して、その職務執行の対価として、総会において定める総額の範囲内で、報酬を支給する
ことができる。
２　役員には、その職務を執行するために要する費用を弁償することができる。
３　前 ２項に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。ただし、監事の報酬については、監事の
協議による。

（役員の責任及び免除）
第36条　理事及び監事は、その任務を怠ったときは、本会に対し、これによって生じた損害を賠償する責任
を負い、この責任は、すべての正会員の同意がなければ，免除することができない。
２　前項の規定にかかわらず、前項の責任について、当該理事又は監事（理事又は監事であった者を含む。）
が善意でかつ重大な過失がない場合には、本会は、法人法第114条第 １項の規定により、任務を怠ったこ
とによる当該理事又は監事の損害賠償責任を法令の限度において理事会の決議によって免除することがで
きる。
３　第 １項の規定にかかわらず、本会は、外部役員との間で、第 １項の責任について、法令に定める要件に
該当する場合には、責任を限定する契約を理事会の決議によって、締結することができる。この場合にお
いて、その契約に基づく責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額とする。
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第 ７章　理事会

（設　置）
第37条　本会に理事会を設置する。
２　理事会は、すべての理事をもって構成する。

（権　限）
第38条　理事会は、法令及びこの定款に別に定めるもののほか、次に掲げる職務を行う。
⑴　本会の業務執行の決定
⑵　理事の職務の執行の監督
⑶　会長等の選定及び解職
２　理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を理事に委任することができない。
⑴　重要な財産の処分及び譲受け
⑵　多額の借財
⑶　重要な職員の選任及び解任
⑷　従たる事務所その他重要な組織の設置、変更及び廃止
⑸　内部管理体制の整備（理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
本会の業務の適正を確保するために必要なものとして法令で定める体制の整備）

⑹　法人法第114条第 １項の規定による定款の定めに基づく同法第111条第 １項の責任の免除

（種類及び開催）
第39条　理事会は、定例理事会及び臨時理事会の ２種とする。
２　定例理事会は、年 ４回以上開催する。
３　臨時理事会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。
⑴　会長が必要と認めたとき。
⑵　会長以外の理事から理事会の目的である事項を記載した書面をもって、会長に招集の請求があったと
き。

⑶　前号の請求があった日から ５日以内に、その請求があった日から ２週間以内の日を理事会の日とする
理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした理事が招集したとき。

⑷　第31条第 １項第 ５号の規定により、監事から招集の請求があったとき。
⑸　第31条第 １項第 ６号の規定により、監事が招集したとき。

（招　集）
第40条　理事会は、会長が招集する。ただし、会長に事故があるときは、あらかじめ理事会において定める
順序により、他の理事が理事会を招集する。
２　前項の規定にかかわらず、前条第 ３項第 ３号に掲げる場合にあっては、その請求をした理事が、同項第
５号に掲げる場合にあっては、当該請求をした監事が、理事会を招集する。
３　会長は、前条第 ３項第 ２号又は第 ４号の請求があったときは、その請求があった日から ５日以内に、そ
の請求があった日から ２週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知を発しなければならない。
４　理事会を招集する者は、理事会の日時、場所及び目的である事項を記載した書面をもって、開催の日の
１週間前までに、通知しなければならない。この場合において、会長は、書面による通知の発出に代えて、
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電磁的方法により通知を発出することができる。
５　前項の規定にかかわらず、理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経ること
なく開催することができる。

（議　長）
第41条　理事会の議長は、会長がこれに当たる。ただし、会長に事故があるときは、あらかじめ理事会にお
いて定める順序により、他の理事が、議長となる。

（定足数）
第42条　理事会は、議決に加わることができる理事の過半数の出席をもって成立する。

（決　議）
第43条	理事会の決議は、この定款に特別の定めがある場合を除き、その過半数をもって行う。
２　理事会の議事について特別の利害関係を有する理事は、その議決に加わることができない。

（理事会の決議の省略）
第44条	理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、その提案について、議決
に加わることができる理事の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その提案を
可決する旨の理事会の決議があったものとみなすものとする。ただし、監事が異議を述べたときは、その
限りでない。

（議事録）
第45条	理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、理事会の日から10年間、主
たる事務所に備え置かなければならない。
２　前項の議事録には、出席した会長及び監事が署名又は記名押印しなければならない。

第 ８章　委員会

（職能委員会）
第46条	本会に次の職能委員会を置く。
⑴　保健師職能委員会
⑵　助産師職能委員会
⑶　看護師職能委員会Ⅰ
⑷　看護師職能委員会Ⅱ
２　職能委員会は、それぞれ、職能上の問題を審議し、会長に助言する。
３　各職能委員会の委員長は、保健師職能、助産師職能、看護師職能Ⅰ及び看護師職能Ⅱの理事をもってこ
れに充てる。
４　各職能委員会の委員は、理事会においてこれを選任する。
５　各職能委員会の構成及び運営に関し必要な事項は、細則で定める。
６　職能委員会は、委員長が招集し、その議長となる。
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（職能委員会以外の委員会）
第47条　この定款及び細則に定めるもののほか、本会の事業を推進するため必要があるときは、理事会の決
議により、委員会を設置することができる。
２　委員会は、法令の規定により総会及び理事会その他の権限に属することとされているもの以外の事務を
行うものとする。
３　委員会の委員は、理事会においてこれを選任する。
４　委員会の任務、構成及び運営に関し必要な事項は、細則で定める。

第 ９章　事務局

（設置等）
第48条	本会の事務を処理するため事務局を設置する。
２　事務局には、所要の職員を置く。
３　事務局長その他の重要な職員の任免は、理事会の承認を得て会長が行う。
４　事務局の組織及び運営に関して必要な事項については、細則で定める。

第10章　支部

（設置等）
第49条	本会は、第 ３条に規定する目的を達成するため、所要の地に支部を設置する。
２　支部長は、原則として地区理事（前項の支部ごとの区域を担当する理事をいう。）をもってこれに充て
る。
３　支部の運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。

第11章　資産及び会計

（事業年度）
第50条　本会の事業年度は、毎年 ４月 １日に始まり翌年 ３月31日に終わる。

（会計の原則等）
第51条　本会の会計は、一般に公正妥当と認められる公益法人会計基準その他の会計の慣行に従うものとす
る。
２　本会の会計処理に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。

（資産の管理）
第52条　本会の資産は、会長が管理し、その方法は、理事会の決議により別に定める。

（事業計画及び収支予算）
第53条　本会の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類（以下「予算書等」
という。）については、毎事業年度の開始の日の前日までに、会長が作成し、理事会の承認を受けるもの
とする。これを変更する場合も同様とする。
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２ 　予算書等については、通常総会に報告するものとする。
３　予算書等については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、一般の閲覧に供す
るものとする。
４　予算書等については、毎事業年度の開始の日の前日までに行政庁に、提出しなければならない。

（事業報告及び決算）
第54条　本会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を作成し、監事の監査を
受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。
⑴　事業報告
⑵　事業報告の附属明細書
⑶　貸借対照表
⑷　正味財産増減計算書
⑸　貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書
⑹　財産目録
⑺　資金調達及び設備投資の実績を記載した書類
２　前項の承認を受けた書類のうち、第 １号、第 ３号、第 ４号及び第 ６号の書類については、通常総会に提
出し、第 １号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類については承認を受けなければならない。
３　第 １項の書類のほか、次の書類を、主たる事務所に ５年間備え置き、一般の閲覧に供するとともに、定
款、及び代議員名簿を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。
⑴　監査報告
⑵　理事及び監事の名簿
⑶　理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書類
⑷　運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載した書類
４　第 １項各号（第 ７号を除く。）及び前項各号の書類並びに代議員名簿は、当該事業年度経過後、 ３箇月
以内に行政庁に提出しなければならない。
５　貸借対照表は、通常総会の終結後遅滞なく、公告するものとする。

（公益目的取得財産残額の算定）
第55条　会長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第48条の規定に基づき、毎
事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産残額を算定し、前条第 ３項第 ４号の書類に記載
するものとする。

（株式等に係る議決権）
第56条	本会は、保有する株式（出資）に係る議決権を行使してはならない。

第12章　定款の変更、合併及び解散等

（定款の変更）
第57条	この定款は、総会において総代議員の議決権の ３分の ２以上に当たる多数をもって行う決議により
変更することができる。
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２ 　認定法第11条第 １項各号に掲げる事項に係る定款の変更（軽微なものを除く。）をしようとするときは、
行政庁の認定を受けなければならない。
３　前項で定める事項以外の事項に係る定款の変更を行った場合は、遅滞なく、その旨を行政庁に届け出な
ければならない。

（合併等）
第58条　本会は、総会において、総代議員の議決権の ３分の ２以上に当たる多数をもって行う決議により、
他の法人と合併又は事業の全部譲渡を行うことができる。

（解　散）
第59条　本会は、総会において、総代議員の議決権の ３分の ２以上に当たる多数をもって行う決議、その他
法令で定められた事由により、解散する。

（公益目的取得財産残額の贈与）
第60条　本会が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により消滅する場合（その権利義務を承継す
る法人が公益法人であるときを除く。）において、認定法第30条第 ２項に規定する公益目的取得財産残額
があるときは、これに相当する額の財産を当該公益認定の取消しの日又は当該合併の日から １箇月以内
に、総会の決議を経て、認定法第 ５条第17号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものと
する。

（残余財産の帰属）
第61条　本会が解散等により清算をするときにおいて有する残余財産は、総会の決議により、国若しくは地
方公共団体又は認定法第 ５条第17号に掲げる法人であって租税特別措置法第40条第 １項に規定する公益法
人等に該当する法人に贈与するものとする。

第13章　公告

（公告方法）
第62条　本会の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法により行うものとする。

第14章　細則

（委　任）
第63条　この定款に定めるもののほか、本会の運営に必要な細則は、理事会の決議により別に定める。

附　　　　則

１　この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び認定法の施行に伴う関
係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）第106条第 １項に定める公益法人の設立の登記の
日（以下「移行登記日」という。）から施行する。
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２ 　整備法第106条第 １項に定める特例民法法人の解散の登記と、公益社団法人の設立の登記を行ったとき
は、第50条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、移行登記日を事業年度の
開始日とする。
３　本会の最初の代表理事は吉村喜代子とし、最初の業務執行理事は三井成子、小野原利子、小野和代、深
町幸子、井上りさ子、西村淑乃とする。

附　　　　則

１　この一部改正定款は、平成24年6月17日から施行する。

附　　　　則

１　この改正定款は、総会の承認を得た日から施行する。（平成29年 ６ 月18日）

附　　　　則

１　この改正定款は、総会の承認を得たときから施行する。（令和 ２年 ６月28日）
２　第32条の役員の任期の改正は、現任の役員から適用する。

附　　　　則

１　この改正定款は、総会の承認を得たときから施行する。（令和 ５年 ６月17日）
２　第32条の役員の任期の改正は、現任の役員から適用する。



― 147 ―

山口県看護協会組織図
令和 ７年 4月 1日現在

 
 
 
 

 

山口県看護協会組織図

公益社団法人
山口県看護協会

総会

理事会

職能委員会

常任委員会

特別委員会

１０支部

正会員
名誉会員 ・保健師職能委員会

・助産師職能委員会
・看護師職能委員会Ⅰ
・看護師職能委員会Ⅱ

・労働環境支援委員会
・看護制度委員会
・教育委員会
・学会委員会
・認定看護管理者教育運営委員会
・広報委員会
・推薦委員会
・医療安全推進委員会
・災害支援委員会
・在宅ケア推進委員会

・岩国支部
・柳井支部
・周南支部
・防府支部
・山口支部
・宇部支部
・小野田支部
・長門支部
・萩支部
・下関支部

常
務
理
事
会

事務局

令和7年4月1日現在

執行機関及び事務局組織
会長

専務理事

副会長

常務理事

事務局長

訪問看護事業部 事業部 総務部

総務課

・総務
・経理

訪問看護事業課 ナースセンター 教育課
訪問看護総合
支援センター事業課

・訪問看護提供体
制推進事業

・職能委員会業務
・常任委員会業務
・医療安全推進事業
・災害時の看護支援
体制に関する事業
・認定看護師等活躍
推進事業
・まちの保健室
・山口県看護研究学
会

・訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝほうふ・
とくぢ
・訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝひかり

・一般教育研修
・看護職員認知症対
応力向上研修
・認定看護管理者教
育課程
・新人看護職員研修
事業
・実習指導強化推進
事業

・ナースセンター事業
・プレナース発掘事業
・山口県がん総合相談

 
 
 
 

 

山口県看護協会組織図

公益社団法人
山口県看護協会

総会

理事会

職能委員会

常任委員会

特別委員会

１０支部

正会員
名誉会員 ・保健師職能委員会

・助産師職能委員会
・看護師職能委員会Ⅰ
・看護師職能委員会Ⅱ

・労働環境支援委員会
・看護制度委員会
・教育委員会
・学会委員会
・認定看護管理者教育運営委員会
・広報委員会
・推薦委員会
・医療安全推進委員会
・災害支援委員会
・在宅ケア推進委員会

・岩国支部
・柳井支部
・周南支部
・防府支部
・山口支部
・宇部支部
・小野田支部
・長門支部
・萩支部
・下関支部

常
務
理
事
会

事務局

令和7年4月1日現在

執行機関及び事務局組織
会長

専務理事

副会長

常務理事

事務局長

訪問看護事業部 事業部 総務部

総務課

・総務
・経理

訪問看護事業課 ナースセンター 教育課
訪問看護総合
支援センター事業課

・訪問看護提供体
制推進事業

・職能委員会業務
・常任委員会業務
・医療安全推進事業
・災害時の看護支援
体制に関する事業
・認定看護師等活躍
推進事業
・まちの保健室
・山口県看護研究学
会

・訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝほうふ・
とくぢ
・訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝひかり

・一般教育研修
・看護職員認知症対
応力向上研修
・認定看護管理者教
育課程
・新人看護職員研修
事業
・実習指導強化推進
事業

・ナースセンター事業
・プレナース発掘事業
・山口県がん総合相談
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山口県看護協会支部別区域図
（令和７年４月１日現在）
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令和6年度山口県看護協会会員数

支部 就業者数※ 会員総数
職能別会員数

保健師 助産師 看護師 准看護師

岩国 2,361 474 62 10 388 14

柳井 1,585 517 35 13 440 29

周南 3,749 1,840 48 62 1,688 42

防府 2,033 774 39 51 680 4

山口 3,334 1,306 92 35 1,155 24

宇部 3,907 1,948 46 48 1,767 87

小野田 1,419 558 34 21 495 8

長門 624 222 15 12 180 15

萩 895 395 27 4 286 78

下関 5,152 1,642 43 47 1,519 33

県外等 278 9 15 245 9

合計 25,059 9,954 450 318 8,843 343

※就業者数は、資料衛生行政報告例（令和4年12月末）による
※会員総数の合計は年度内の他県転居者を含むので支部合計と異なる

令和7年3月31日現在支 部 別 職 能 別 会 員 数

会員数の推移
年次 会員数 増減

平成21年 9,138 97

平成22年 9,571 433

平成23年 9,686 115

平成24年 9,730 44

平成25年 9,844 114

平成26年 9,944 100

平成27年 9,915 △29

平成28年 10,015 100

平成29年 10,133 118

平成30年 10,330 197

令和元年 10,411 81

令和２年 10,363 △48

令和３年 10,334 △29

令和４年 10,260 △74

令和５年 10,119 △141

令和６年 9,954 △165

就業者数の推移
年次 保健師数 助産師数 看護師数 准看護師数 合計

平成20年 742 380 13,038 7,352 21,512

平成22年 729 392 13,760 7,159 22,040

平成24年 696 421 14,848 7,145 23,110

平成26年 710 423 15,598 7,128 23,859

平成28年 756 438 16,207 6,799 24,200

平成30年 761 423 17,311 6,610 25,105

令和２年 752 429 17,919 6,185 25,285

令和４年 783 411 18,227 5,638 25,059

資料：衛生行政報告例（令和４年12月末現在）
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令和７年度　日本看護協会通常総会プログラム

開　催　日　　　2025年6月11日（水）
開 催 場 所　　　幕張メッセ　幕張イベントホール

 9：00　　　開　　場
　　　　　　オリエンテーション
 9：30　　　開　　会
　　　　　　物故会員への黙とう
　　　　　　歓迎のことば（千葉県看護協会長）
　　　　　　会長挨拶
　　　　　　来賓祝辞
10：10　　　日本看護協会長表彰
10：25　　　＜休憩＞
10：40　　　議長団選出
　　　　　　議事録署名人決定
10：50　　　識決事項
　　　　　　第一号議案　名誉会員の推薦（案）
　　　　　　（説明、質疑、採決）
　　　　　　名誉会員証贈呈
11：00　　　第二号議案　2025年度改選役員及び推薦委員の選出について
　　　　　　（選挙管理委員紹介、候補者紹介、投票）
11：20　　　次年度選挙管理委員任命
11：25　　　＜昼食＞
12：35　　　報告事項
　　　　　　報告事項1　令和6年度 事業報告
　　　　　　報告事項2　令和6年度 決算報告及び監査報告
　　　　　　報告事項3　令和7年度 重点政策・重点事業並びに事業計画
　　　　　　報告事項4　令和7年度 資金収支予算及び収支予算
　　　　　　（説明）
14：10　　　＜休憩＞
14：25　　　（報告事項1～4　質疑）
16：40　　　選挙結果報告
16：45　　　退任役員代表挨拶
　　　　　　新役員紹介
　　　　　　副会長挨拶
　　　　　　会歌合唱
17：00　　　閉　　会

※進行上の都合により時間等が変更となる場合があります。
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看護職の倫理綱領
� 2021年3月　公益社団法人日本看護協会

前　文

　人々は、人間としての尊厳を保持し、健康で幸福であることを願っている。看護は、このような人間の
普遍的なニーズに応え、人々の生涯にわたり健康な生活の実現に貢献することを使命としている。
　看護は、あらゆる年代の個人、家族、集団、地域社会を対象としている。さらに、健康の保持増進、疾
病の予防、健康の回復、苦痛の緩和を行い、生涯を通して最期まで、その人らしく人生を全うできるよう
その人のもつ力に働きかけながら支援することを目的としている。
　看護職は、免許によって看護を実践する権限を与えられた者である。看護の実践にあたっては、人々の
生きる権利、尊厳を保持される権利、敬意のこもった看護を受ける権利、平等な看護を受ける権利などの
人権を尊重することが求められる。同時に、専門職としての誇りと自覚をもって看護を実践する。
　日本看護協会の『看護職の倫理綱領』は、あらゆる場で実践を行う看護職を対象とした行動指針であり、
自己の実践を振り返る際の基盤を提供するものである。また、看護の実践について専門職として引き受け
る責任の範囲を、社会に対して明示するものである。

本　文

1 　看護職は、人間の生命、人間としての尊厳及び権利を尊重する。
　すべての人々は、その国籍、人種、民族、宗教、信条、年齢、性別、性的指向、性自認、社会的地位、
経済的状態、ライフスタイル、健康問題の性質によって制約を受けることなく、到達可能な最高水準の健
康を享受するという権利を有している。看護職は、あらゆる場において、人々の健康と生活を支援する専
門職であり、常に高い倫理観をもって、人間の生命と尊厳及び権利を尊重し行動する。
　看護職は、いかなる場でも人間の生命、人間としての尊厳及び権利を尊重し、常に温かな人間的配慮を
もってその人らしい健康な生活の実現に貢献するよう努める。

2  看護職は、対象となる人々に平等に看護を提供する。
　看護における平等とは、単に等しく同じ看護を提供することではなく、その人の個別的特性やニーズに
応じた看護を提供することである。社会の変化とともに健康や生き方への意識も変化し、人々の看護への
ニーズは多様化・複雑化している。人々の多様で複雑なニーズに対応するため、看護職は豊かな感性をも
って健康問題の性質や人々を取り巻く環境等に応じた看護を提供し、人々の健康と幸福に寄与するよう努
める。
　また、看護職は、個人の習慣、態度、文化的背景、思想についてもこれを尊重し、受けとめる姿勢をも
って対応する。

3  看護職は、対象となる人々との間に信頼関係を築き、その信頼関係に基づいて看護を提供する。
　看護は、高度な知識や技術のみならず、対象となる人々との間に築かれる信頼関係を基盤として成立す
る。
　よりよい健康のために看護職が人々と協調すること、信頼に誠実に応えること、自らの実践について十
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分な説明を行い理解と同意を得ること、実施結果に責任をもつことを通して、信頼関係を築き発展させる
よう努める。
　また、看護職は自己の実施する看護が専門職としての支援であることを自覚し、支援上の関係を越えた
個人的関係に発展するような行動はとらない。
　さらに、看護職は対象となる人々に保健・医療・福祉が提供される過程においては、対象となる人々の
考えや意向が反映されるように、積極的な参加を促す。また、人々の顕在的潜在的能力に着目し、その能
力を最大限生かすことができるよう支援する。

4 　看護職は、人々の権利を尊重し、人々が自らの意向や価値観にそった選択ができるよう支援する。
　人々は、知る権利及び自己決定の権利を有している。看護職は、これらの権利を尊重し、十分な情報を
提供した上で、保健・医療・福祉、生き方などに対する一人ひとりの価値観や意向を尊重した意思決定を
支援する。意思決定支援においては、情報を提供・共有し、その人にとって最善の選択について合意形成
するまでのプロセスをともに歩む姿勢で臨む。
　保健・医療・福祉においては、十分な情報に基づいて自分自身で選択する場合だけでなく、知らないで
いるという選択をする場合や、決定を他者に委ねるという選択をする場合もある。また、自らの意思を適
切に表明することが難しい場合には、対象となる人々に合わせて情報提供を行い、理解を得たうえで、本
人の意向を汲み取り、その人にとって最善な合意形成となるよう関係者皆で協働する。さらに、看護職は、
人々が自身の価値観や意向に沿った保健・医療・福祉を受け、その人の望む生活が実現できるよう、必要
に応じて代弁者として機能するなど、人々の権利の擁護者として行動する。そして、個人の判断や選択が、
そのとき、その人にとって最良のものとなるよう支援する。

5 　看護職は、対象となる人々の秘密を保持し、取得した個人情報は適正に取り扱う。
　看護職は、個別性のある適切な看護を実践するために、対象となる人々の秘密に触れる機会が多い。看
護職は正当な理由なく、業務上知り得た秘密を口外してはならない。
　また、対象となる人々の健康レベルの向上を図るためには個人情報が必要であり、さらに、多職種と緊
密で正確な情報共有も必要である。個人情報には氏名や生年月日といった情報のみならず、画像や音声に
よるものや遺伝情報も含まれる。看護職は、個人情報の取得・共有の際には、対象となる人々にその必要
性を説明し同意を得るよう努めるなど適正に取り扱う。家族等との情報共有に際しても、本人の承諾を得
るよう最大限の努力を払う。
　また、今日の ICT（Information�and�Communication�Technology：情報通信技術）の発展に伴い、さ
まざまなソーシャルメディアが普及している。これらを適切に利用することにより、看護職だけでなく、
人々にとっても健康に関する有用な情報をもたらすなどの恩恵がある。看護職は、業務上の利用と私的な
利用を区別し、その利用に伴う恩恵のみならず、リスクも認識する。また、情報の正確性の確認や対象と
なる人々と看護職自身のプライバシー権の保護など、細心の注意を払ったうえで情報を発信・共有する。

6 　看護職は、対象となる人々に不利益や危害が生じているときは、人々を保護し安全を確保する。
　看護職は、常に、人々の健康と幸福の実現のために行動する。看護職は、人々の生命や人権を脅かす行
動や不適切な行為を発見する立場にある。看護職がこれらの行為に気づいたときは、その事実に目を背け
ることなく、人々を保護し安全を確保するよう行動する。その際には、多職種で情報を共有し熟慮したう
えで対応する。
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　また、保健・医療・福祉の提供においては、関係者による不適切な判断や行為がなされる可能性や、看
護職の行為が対象となる人々を傷つける可能性があることを含めて、いかなる害の可能性にも注意を払
い、人々の生命と人権をまもるために働きかける。非倫理的な実践や状況に気づいた場合には疑義を唱え、
適切な保健・医療・福祉が提供されるよう働きかける。

7 　看護職は、自己の責任と能力を的確に把握し、実施した看護について個人としての責任をもつ。
　看護職は、自己の責任と能力を常に的確に把握し、それらに応じた看護実践を行う。看護職は自己の実
施する看護について、説明を行う責任と判断及び実施した行為とその結果についての責任を負う。
　看護職の業務は保健師助産師看護師法に規定されている。看護職は関連する法令を遵守し、自己の責任
と能力の範囲内で看護を実践する。また、自己の能力を超えた看護が求められる場合には、支援や指導を
自ら得たり、業務の変更を求めたりして、安全で質の高い看護を提供するよう努める。さらに、他の看護
職などに業務を委譲する場合は自己及び相手の能力を正しく判断し、対象となる人々の不利益とならない
よう留意する。

8 　看護職は、常に、個人の責任として継続学習による能力の開発・維持・向上に努める。
　看護職には、科学や医療の進歩ならびに社会的価値の変化にともない多様化する人々の健康上のニーズ
に対応していくために、高い教養とともに高度な専門的能力が求められる。高度な専門的能力をもち、よ
り質の高い看護を提供するために、免許を受けた後も自ら進んでさまざまな機会を活用し、能力の開発・
維持・向上に努めることは、看護職自らの責任ならびに責務である。
　継続学習には、雑誌や図書などの情報や自施設の現任教育のプログラムの他に、学会・研修への参加な
ど施設外の学習、eラーニング等さまざまな機会がある。看護職はあらゆる機会を積極的に活用し、専門
職としての研鑽を重ねる。
　また、自己の能力の開発・維持・向上のみならず、質の高い看護の提供を保障するために、後進の育成
に努めることも看護職の責務である。

9 　看護職は、多職種で協働し、よりよい保健・医療・福祉を実現する。
　看護職は、多職種で協働し、看護及び医療の受け手である人々に対して最善を尽くすことを共通の価値
として行動する。
　多職種での協働においては、看護職同士や保健・医療・福祉の関係者が相互理解を深めることを基盤と
し、各々が能力を最大限に発揮しながら、より質の高い保健・医療・福祉の提供を目指す。
　また、よりよい医療・看護の実現と健康増進のためには、その過程への人々の参画が不可欠である。看
護職は、対象となる人々とパートナーシップ 2 �を結び、対象となる人々の医療・看護への参画のみなら
ず、研究や医療安全などでも協力を得て、ともにより質の高い保健・医療・福祉をつくりあげることを促
進する。

10　看護職は、より質の高い看護を行うために、自らの職務に関する行動基準を設定し、それに基づき行動
する。
　自らの職務に関する行動基準を設定し、それに基づき行動することを通して自主規制を行うことは、専
門職としての必須の要件である。この行動基準は、各々の職務に求められる水準やその責務を規定したも
のであり、看護職の専門的価値を支持するものである。
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　このような基準の作成は組織的に行い、個人としてあるいは組織としてその基準を満たすよう努め、評
価基準としても活用する。また、社会の変化や人々のニーズの変化に対応させて、適宜改訂する。
　看護職は、看護職能団体が示す各種の基準や指針に則り活動する。また、各施設では、施設や看護の特
徴に応じたより具体的・実践的な基準等を作成することにより、より質の高い看護を保障するように努め
る。

11 看護職は、研究や実践を通して、専門的知識・技術の創造と開発に努め、看護学の発展に寄与する。
　看護職は、常に、科学的知見並びに指針などを用いて看護を実践するとともに、新たな専門的知識・技
術の開発に最善を尽くす。開発された専門的知識・技術は蓄積され、将来のより質の高い看護の提供に貢
献する。すなわち、看護職は、研究や実践に基づき、看護の中核となる専門的知識・技術の創造と開発、
看護政策の立案に努めることで看護学の発展及び人々の健康と福祉に寄与する責任を担っている。
　また、看護職は、保健・医療・福祉のあらゆる研究参加に対する人々の意向を尊重し、いかなる場合で
も人々の生命、健康、プライバシーをまもり、尊厳及び権利を尊重するとともに、適切な保健・医療・福
祉の提供を保障する。

12　看護職は、より質の高い看護を行うため、看護職自身のウェルビーイング 3 の向上に努める。
　看護職がより質の高い看護を提供するためには、自らのウェルビーイングをまもることが不可欠であ
る。看護職が健康で幸福であることが、よりよい看護の提供へとつながり、対象となる人々の健康と幸福
にも良好な結果をもたらす。
　看護職は、自身のウェルビーイングの向上のために、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
をとることやメンタルヘルスケアに努める。
　さらに、看護職の実践の場には、被曝、感染、ハラスメント、暴力などの危険が伴う。そのため、すべ
ての看護職が健全で安全な環境で働くことができるよう、個人と組織の両方の側面から取り組む。

　 3　1948年に出された「世界保健機関憲章」において“Health�is�a�state�of�complete�physical,�mental�
and�social�well-being�and�notmerely�the�absence�of�disease�or�infirmity.”�と述べられている。これを参考
に、本倫理綱領においては、ウェルビーイングを身体的、精神的、社会的に良好な状態であることと意訳
し、使用している。ウェルビーイングを一語の日本語に翻訳することが難しいこと、また、意味するとこ
ろが曖昧であることから日常的に使用される言葉ではない。そのため、本倫理綱領では看護職のウェルビ
ーイングへの親和性を高めるためカタカナ表記とした。

13　看護職は、常に品位を保持し、看護職に対する社会の人々の信頼を高めるよう努める。
　看護は、看護を必要とする人々からの信頼なくしては存在しない。常に、看護職は、この職業の社会的
使命・社会的責任を自覚し、専門職としての誇りを持ち、品位を高く維持するように努める。
　看護に対する信頼は、専門的な知識や技術のみならず、誠実さ、礼節、品性、清潔さ、謙虚さなどに支
えられた行動によるところが大きい。また、社会からの信頼が不可欠であり、専門領域以外の教養を深め
るにとどまらず、社会的常識などをも充分に培う必要がある。
　さらに、看護職は、その立場を利用して看護職の信頼を損なうような行為及び不正行為はしない。
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14　看護職は、人々の生命と健康をまもるため、さまざまな問題について、社会正義の考え方をもって社会
と責任を共有する。
　看護職は、人々の生命、尊厳及び権利をまもり尊重する立場から、生命と健康に深く関わるあらゆる差
別、貧困、さまざまな格差、気候変動、虐待、人身売買、紛争、暴力などについて、地球規模の観点から
社会正義の考え方をもって社会と責任を共有する。常に、わが国や世界で起きているこれらの問題につい
ての知識を更新し、意識を高め、それらについて社会に発信するよう努める。また、これらの問題の潜在
的な状況から予防的に関わり、多職種や関係機関で連携し看護職として適切な対応をとる。
　さらに、看護職は保健・医療・福祉活動による環境破壊を防止する責務を果たすとともに、清浄な空気
と水・安全な食物の確保、騒音対策など、人々の健康を保持増進するための環境保護に積極的に取り組む。
そして、人々の生命の安全と健康がまもられ平和で包摂的な社会の実現を目指す。

15　看護職は、専門職組織に所属し、看護の質を高めるための活動に参画し、よい社会づくりに貢献する。
　看護職は、いつの時代においても質の高い看護の提供を通して社会の福祉に貢献するために、専門職と
しての質の向上を図る使命を担っている。保健・医療・福祉及び看護にかかわる政策や制度が社会の変化
と人々のニーズに沿ったものとなるよう、看護職は制度の改善や政策決定、新たな社会資源の創出に積極
的に取り組む。
　看護職は看護職能団体に所属し、これらの取り組みをはじめとする看護の質を高めるための活動に参加
することを通してよりよい社会づくりに貢献する。

16　看護職は、様々な災害支援の担い手と協働し、災害によって影響を受けたすべての人々の生命、健康、
生活をまもることに最善を尽くす。
　災害は、人々の生命、健康、生活の損失につながり、個人や地域社会、国、さらには地球環境に深刻な
影響を及ぼす。看護職は、人々の生命、健康、生活をまもる専門職として災害に対する意識を高め、専門
的知識と技術に基づき保健・医療・福祉を提供する。
　看護職は、災害から人々の生命、健康、生活をまもるため、平常時から政策策定に関与し災害リスクの
低減に努め、災害時は、災害の種類や規模、被災状況、初動から復旧・復興までの局面等に応じた支援を
行う。また、災害時は、資源が乏しく、平常時とは異なる環境下で活動する。看護職は、自身の安全を確
保するとともに刻々と変化する状況とニーズに応じた保健・医療・福祉を提供する。
　さらに、多種多様な災害支援の担い手とともに各々の機能と能力を最大限に発揮するよう努める。


